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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 179,050 5.3 318 130.0 717 59.8 285 ―
23年3月期 169,971 △1.4 138 662.0 449 42.2 △1,231 ―

（注）包括利益 24年3月期 826百万円 （―％） 23年3月期 △567百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 6.97 ― 1.7 1.9 0.2
23年3月期 △30.01 ― △7.1 1.2 0.1

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  73百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 39,012 19,966 44.1 419.77
23年3月期 37,997 19,457 44.2 409.00

（参考） 自己資本   24年3月期  17,221百万円 23年3月期  16,781百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 1,037 805 △2,095 5,358
23年3月期 155 △1,264 1,156 5,435

2.  配当の状況 

（注）24年３月期期末配当金の内訳 記念配当 50銭 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― ― ― 6.00 6.00 246 ― 1.4
24年3月期 ― ― ― 6.50 6.50 266 93.3 1.6
25年3月期(予想) ― ― ― 6.00 6.00 37.9

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 82,000 △2.1 230 119.5 410 48.7 200 ― 4.88
通期 170,000 △5.1 750 135.6 1,160 61.6 650 127.4 15.84



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 43,153,000 株 23年3月期 43,153,000 株
② 期末自己株式数 24年3月期 2,126,035 株 23年3月期 2,121,248 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 41,029,893 株 23年3月期 41,032,712 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 103,758 △0.4 18 ― 360 21.1 558 ―
23年3月期 104,134 0.1 △44 ― 297 ― △1,171 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 13.62 ―
23年3月期 △28.56 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 22,465 12,644 56.3 308.20
23年3月期 23,400 11,949 51.1 291.22

（参考） 自己資本 24年3月期  12,644百万円 23年3月期  11,949百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいており、実際の業績等は様々な要因
により大きく異なる可能性があります。 
 なお、業績予想に関する事項については、２ページ「1.経営成績(1)経営成績に関する分析」をご参照ください。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 48,000 △4.4 260 △15.6 250 △16.7 6.09
通期 100,000 △3.6 500 38.9 480 △14.0 11.70
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(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復旧復興に向けて回復しつつあるものの、欧州金融危

機、円高長期化、株価低迷、原油価格上昇などの影響により依然として先行き不透明な状況が続くとともに、デフレ

傾向や雇用・所得環境の悪化懸念を未だ拭い去ることができず、消費者の節約・低価格指向は根強いまま推移しまし

た。 

当社グループが主力事業を展開する水産物卸売市場業界におきましては、東北地方太平洋沿岸地域の水産物の市

場入荷が大幅に減少しましたが、電力不足による計画停電などの影響で急低下した水産物消費需要は緩やかながらも

回復基調をたどりました。 

このような状況のもと、当連結会計年度における当社グループの売上高は179,050百万円(前年同期比5.3％増)と

なり、粗利益率の向上等により営業利益は318百万円(前年同期比130.0％増)となり、経常利益は717百万円(前年同期

比59.8％増)となり、江東区塩浜の土地（約1,700坪）売却益等の特別利益ならびに支社廃止や子会社解散に伴う整理

損失等の特別損失の計上により、当期純利益は285百万円（前年同期は1,231百万円の当期純損失）となりました。 

なお、セグメント別の業績概況は次のとおりであります。 

水産物卸売事業におきましては、東日本大震災の被災地において滅失した原料の不足感から、冷凍魚の仮儒によ

る市況回復等を背景に上半期は総じて魚価高傾向が続いたものの、下半期に至って、上半期における魚価高騰の価格

調整、一部魚種の市況悪化や商材品薄状況などが見られ、さらに福島原発事故の放射能漏れによる風評被害が拡大し

はじめ苦戦を強いられました。このような状況の中、当社グループは東日本大震災による水産物の市場入荷の減少に

は各地からの集荷に力を注いでこれを補い、また、コスト削減と適正在庫量の管理強化を図り、情報収集と顧客ニー

ズへのスピーディーな対応に努め、グループ会社間の連携を深めながら積極的な集荷販売を進めてまいりました。 

その結果、水産物卸売事業における売上高は子会社１社が連結に加わった影響もあり174,359百万円(前年同期比

5.2％増)となり、営業損益は集荷販売費用等の増加はありましたが、粗利益率の向上等により前年同期より損失幅が

縮小して152百万円の営業損失(前年同期は営業損失244百万円)となりました。 

冷蔵倉庫事業におきましては、営業活動強化による顧客確保に努めるとともに、東日本大震災や福島原発事故に

よる貨物の首都圏シフトの動きの中で入庫量や在庫量が増加し、また、豊海第三冷蔵庫の超低温など改装した冷蔵倉

庫の本格的稼働等が寄与して、売上高は4,062百万円(前年同期比12.5％増)となり、営業利益は191百万円(前年同期

比230.6％増)となりました。 

不動産賃貸事業におきましては、賃貸物件の賃料下落傾向が続き、また、江東区塩浜駐車場土地の売却や中央区

勝どきの店舗兼社宅物件の建替えにともなう取り壊しによる賃貸収入の減少が影響し、売上高は269百万円(前年同期

比11.5％減)となり、営業利益は251百万円(前年同期比15.0％減)となりました。 

荷役事業におきましては、千葉市場において配送業務を新たに開始し、また、作業員派遣業務の一層の強化を図

って、売上高は358百万円(前年同期比1.5％増)となり、営業利益は14百万円(前年同期比2.8％増)となりました。 

今後の見通しにつきましては、水産物の消費動向に回復の兆しが見えつつあるものの、依然として不透明な状況

にありますが、売上高170,000百万円、営業利益750百万円、経常利益1,160百万円、当期純利益650百万円を見込んで

おります。 

   

(2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況  

 当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べ1,014百万円増加し、39,012百万円となりました。主な

増加項目は、受取手形及び売掛金、商品及び投資有価証券で、主な減少項目は、短期貸付金、土地でした。 

 負債につきましては、前連結会計年度末に比べ505百万円増加し、19,045百万円となりました。これは主に借入金の減少が

ありましたが、買掛金の増加によるものです。 

 純資産につきましては、主にその他有価証券評価差額金のマイナス幅縮少により前連結会計年度末に比べ508百万円増加

し、19,966百万円となりました。 

②連結キャッシュフローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動、投資活動において増加したものの、財

務活動において大きく減少し、前連結会計年度末に比べ252百万円減少し、現金及び現金同等物の期末残高は5,358百万円

となりました。 

１．経営成績
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（営業活動によるキャッシュフロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、1,037百万円（前年同期比566.0％増）となりました。これは売上債権の増加等が

あったものの、仕入債務の増加があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュフロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は、805百万円（前年同期は1,264百万円の支出）となりました。これは主に土地売却

による収入があったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュフロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、2,095百万円（前年同期は1,156百万円の収入）となりました。これは主に長期借

入金の返済と短期借入金の純減によるものです。 

  

 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

(注)自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 (注１)各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 (注２)株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

 (注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

 (注４)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と 

        しております。  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  

当社は卸売市場法による水産物卸売業者としての公共的使命のもとで業績向上をはかり、企業の安定的基盤を確

保するとともに、株主の皆様への利益還元を最重要事項のひとつと考えて事業の経営に当っております。 

期末配当金につきましては、業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、営業基盤の強化や財務の健全性あ

るいは今後の事業展開への備えなどを総合的に勘案し、安定した配当の継続に意を用いております。 

内部留保資金は企業体質の一層の強化と市場環境の変化に対応する営業力の強化に役立てる所存であります。 

なお、当期の期末配当金につきましては、本年が創立65周年に当たりますので、1株につき普通配当6円に記念配

当50銭を加え、合計6円50銭とさせていただくことを予定しております。次期の期末配当金につきましては、1株につ

き普通配当6円を予定しております。 

  

  

(4）事業等のリスク 

  

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があると考えられる重要なリスクは以下のとおり

です。  

  

① 市況変動等について  

当社グループの主たる事業である水産物卸売事業においては、天候・海流等自然条件による漁獲量の変動、漁業

資源に対する漁獲制限・輸出入制限、需給動向、為替相場などの要因により、水産物の市場入荷量や価格等に大幅な

変動が生じる可能性があります。  

  
 第61期 

平成20年3月期

第62期 

平成21年3月期

第63期 

平成22年3月期

第64期 

平成23年3月期 

第65期 

平成24年3月期

 自己資本比率(％) 54.4 45.8 47.2  44.2 44.1

 時価ベースの自己資本比率

(％) 
37.2 25.9 27.5  25.1 26.6

 キャッシュ・フロー対有利子

負債比率(％) 
－ 2.0 1.2  40.5 4.5

 インタレスト・カバレッジ・

レシオ(倍) 
－ 32.4 60.4  2.7 18.4
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② 法的規制について  

当社グループの主たる事業である水産物卸売事業は、市場流通面からは卸売市場法の規制を受け、食品取扱面か

らは食品衛生法及びＪＡＳ法等の規制を受けております。したがって、これらの法改正やこれらの法規制にかかる事

故等が生じた場合は、市場業務や業績等に少なからぬ影響を与える可能性があります。  

特に、改正卸売市場法では買付集荷が自由化され、また、同法に基づく東京都中央卸売市場条例により平成21年

度からは受託販売にかかる定率手数料の弾力化がされております。これにより、市場取引における収益構造に変化が

生じて当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。  

③ 売掛債権等の貸倒れについて  

当社グループでは、売掛債権等の貸倒れリスクについては与信管理の強化、貸倒引当金積増しなどの対応策をと

っておりますが、魚価下落と市場外流通の増加などの影響により、各市場における一部販売先にあっては企業体力が

弱まり、売掛債権について貸倒れリスクが高まる可能性があります。一方、出荷者に対する前渡金債権についても、

漁獲量の変動や魚価下落などの影響により、一部出荷者にあっては同様のリスクが高まる可能性があります。  

④ コンピューターシステム障害について  

当社グループ会社間は当社をセンターとしたオンラインシステムで結ばれており、保守管理やセキュリティには

最大限の力を注いでおりますが、外部要因を含めてこれらのシステムに何らかの障害が生じた場合は、当社グループ

全体の事業運営に大きな影響を及ぼす可能性があります。  

⑤ 自然災害について  

当社グループの事業活動は首都圏に集中しているため、この地域において地震等大規模自然災害が生じた場合

は、卸売市場設備、冷蔵倉庫設備、不動産設備等が毀損して、人的被害も含めて甚大な損失が生じる可能性があり、

また、当社グループにおけるすべての事業又は一部の事業が一時的又は中長期的に中断される可能性があります。 

  

なお、上記事項は本書提出日現在における判断であり、不確実要素が含まれております。また、当社グループにおけ

る将来の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があると考えられる要因は上記事項に限定されるものではあ

りません。 
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当社グループは、当社、連結子会社９社及び持分法適用会社１社で構成され、主として水産物及びその加工製品の卸

売事業を営むとともに、その事業に関連する冷蔵倉庫事業及び荷役事業を展開しております。又、当社及び連結子会社が

保有する不動産の一部を賃貸業務に供しております。 

当社グループの事業内容及び当該事業における位置付けは次のとおりです。 

なお、事業区分と事業の種類別セグメント情報の区分は同一であります。 

  

 事業の系統図は次のとおりです。 

２．企業集団の状況

事 業 区 分 事 業 の 内 容 会 社 名 

水 産 物 卸 売 事 業 

東京都内及び千葉県内の公設卸売市場ならびに市場外

において水産物及びその加工製品の卸売業等を営んで

おります。 

中  央  魚  類  ( 株 ) 

船 橋 中 央 魚 類 ( 株 ) 

千 葉 中 央 魚 類 ( 株 ) 

柏  魚  市  場  ( 株 ) 

オーシャンステージ(株) 

( 株 )  ホ  ウ  ス  イ 

( 株 )  水  産  流  通 

恵  光  水  産  ( 株 ) 

中 央 フ ー ズ(株) 

東  京  北  魚 ( 株 ) 

冷 蔵 倉 庫 事 業 首都圏において冷蔵倉庫業を営んでおります。  ( 株 )  ホ  ウ  ス  イ  

不 動 産 賃 貸 事 業  保有する不動産の一部を賃貸業務に供しております  中 央 魚 類 ( 株 ) 他  

荷  役  事  業  
東京都中央卸売市場築地市場及び足立市場において水

産物等の荷役業を営んでおります。  
中 央 小 揚 ( 株 )  
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(1）会社の経営の基本方針 

当社は、東京都中央卸売市場の公認された水産物卸売業者として、全国各地や海外から集荷した大量の生鮮・冷

凍・塩干加工の各水産物の卸売を営む会社を中核とするグループを形成しております。 

経営の基本理念として、堅実と信用を旨とし、株主、取引先、従業員そして地域社会に信頼され且つ貢献してい

くことを心掛けております。 

水産物卸売事業におきましては、水産物の生産・加工両面での世界各地における変化や国内消費ニーズの変化を

背景に、常に新しい商品や商材の開発を心掛け、種類と量との豊富な品揃えに注力し、各市場の中核を担う卸売会社

として責任を果たしてまいります。 

冷蔵倉庫事業におきましては、首都圏における物流基幹各地に８工場を配置し、各種冷凍・冷蔵品の保管配送の

拠点として食品物流の効率化に努めます。 

  不動産賃貸事業は保有する資産の有効活用を図りグループ企業の財務の健全化の一翼を担い、荷役事業は水産物卸

売事業の市場内での物流を担ってまいります。 

  

  

(2）目標とする経営指標 

当社グループでは、経営目標として連結経常利益８億円以上を目指しております。 

  

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

国内外における生産需給事情の変化に即応しつつ取引先との連携を深め、広汎な情報収集と新商品開発への前向

きな取組みによって集荷販売力を強化するとともに、信用力の根幹である財務体質とコンプライアンス体制の強化に

努めてまいります。 

また、グループ各社がもつそれぞれの機能を融合し相互に協働する仕組みを構築して、市場内外における水産物

流通機能を強固なものとし、激しさ増す競争に勝ち残り続ける企業となることを目指します。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

水産物卸売市場業界では、水産資源の減少、漁獲規制の強化、マグロ漁船の減船等の影響によって商材確保のた

めの集荷コストは上昇し、市場法改正による規制緩和や流通チャネル多様化によって市場内外における販売競争は激

化し、また、少子高齢化や人口減に加え生活形態の変化によって国内消費地市場は縮小傾向にあるなど、当社グルー

プを取り巻く経営環境は厳しさを増してきております。 

このような状況の中、水産物卸売事業におきましては、食品の品質や表示等にかかる様々な問題が続出し消費者

に不安や疑念を抱かせているため、卸売市場における公共的使命を担う企業として食の安全・安心の重要性を従来に

も増して強く認識し、消費者視点に立った食品の信頼性の確保と向上を図ってまいります。また、品質管理委員設置

等による一層の品質管理の向上、債権管理強化等による健全な財務体質の構築、商品の適正在庫量の管理強化、物流

費等のコスト削減、末端ニーズの吸い上げと新商品の開発、顧客ニーズへの細やかでスピーディーな対応、グループ

内人員配置の適正化、グループ会社間の連携による拡販などに意を用いてまいります。 

なお、東日本大震災や原子力発電所からの放射能漏れの影響により、被災地からの水産物の市場入荷が減少し、

今後の当社事業に少なからぬ影響が考えられますが、情報収集と被災地における取引先との協力体制を強化しながら

適切な対応策を施してまいります。 

冷蔵倉庫事業におきましては、顧客満足度をより一層高め、新たに増設または取得した冷蔵倉庫については確実

な集荷体制を構築し、また、グループ会社との連携による保管から末端までの一貫物流サービスを担って、着実な事

業の拡充を図ってまいります。 

不動産賃貸事業におきましては、現有賃貸物件のサービス向上やメンテナンス強化等によって稼働率を高め、安

定した収益の確保を目指します。 

荷役事業におきましては、築地市場における合理的な人員配置と効率的な荷役業務運営によって収益の確保を図

り、また、関連業務のさらなる拡大に力を注いでまいります。 

当社グループは、関連事業も含めて水産物卸売市場業界の中核として取引先各位に信頼され、社会から必要とさ

れる企業グループとして努力してまいります。 

  

  

  

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,095 4,714

受取手形及び売掛金 8,813 10,558

前渡金 160 169

商品 5,348 6,433

原材料及び貯蔵品 11 3

預け金 635 1,270

繰延税金資産 223 171

その他 1,528 257

貸倒引当金 △799 △1,086

流動資産合計 21,016 22,491

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 13,935 14,070

減価償却累計額 △8,416 △8,666

建物及び構築物（純額） ※1  5,518 ※1  5,403

機械装置及び運搬具 2,937 3,065

減価償却累計額 △2,057 △2,247

機械装置及び運搬具（純額） ※1  879 ※1  818

土地 ※1  3,974 ※1  2,037

リース資産 320 446

減価償却累計額 △99 △177

リース資産（純額） 221 268

建設仮勘定 40 194

その他 831 809

減価償却累計額 △724 △716

その他（純額） 107 93

有形固定資産合計 10,741 8,815

無形固定資産   

借地権・その他 1,481 1,538

無形固定資産合計 1,481 1,538

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  3,804 ※2  4,627

長期貸付金 470 742

差入保証金 258 372

繰延税金資産 228 259

その他 458 672

貸倒引当金 △461 △508

投資その他の資産合計 4,758 6,165

固定資産合計 16,980 16,520

資産合計 37,997 39,012
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,801 8,829

短期借入金 4,320 3,620

1年内返済予定の長期借入金 ※1  371 ※1  715

未払法人税等 46 260

賞与引当金 190 229

役員賞与引当金 8 25

繰延税金負債 0 －

関係会社整理損失引当金 － 305

支社整理損失引当金 － 17

建替え損失引当金 － 38

その他 1,192 1,423

流動負債合計 12,930 15,464

固定負債   

長期借入金 ※1  1,600 ※1  266

繰延税金負債 785 429

退職給付引当金 1,597 1,308

役員退職慰労引当金 182 196

本社移転損失引当金 302 288

長期未払金 178 169

負ののれん 186 150

その他 775 770

固定負債合計 5,609 3,580

負債合計 18,539 19,045

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,995 2,995

資本剰余金 1,342 1,342

利益剰余金 13,464 13,508

自己株式 △401 △402

株主資本合計 17,401 17,445

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △619 △223

その他の包括利益累計額合計 △619 △223

少数株主持分 2,675 2,744

純資産合計 19,457 19,966

負債純資産合計 37,997 39,012
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 169,971 179,050

売上原価 ※1  161,189 ※1  169,492

売上総利益 8,781 9,557

販売費及び一般管理費 ※2  8,643 ※2  9,239

営業利益 138 318

営業外収益   

受取利息 54 45

受取配当金 134 143

受取手数料 19 14

負ののれん償却額 35 72

持分法による投資利益 － 73

その他 127 115

営業外収益合計 371 464

営業外費用   

支払利息 57 59

その他 4 5

営業外費用合計 61 65

経常利益 449 717

特別利益   

貸倒引当金戻入額 300 14

受取保険金 － 4

本社移転損失引当金戻入額 － 13

固定資産売却益 － 421

その他 1 －

特別利益合計 301 454

特別損失   

投資有価証券評価損 1,433 49

災害による損失 ※4  86 －

減損損失 ※3  8 －

退職特別加算金 25 29

前期損益修正損 7 －

退職給付制度改定損 9 －

貸倒引当金繰入額 － 118

関係会社整理損失引当金繰入額 － 305

支社整理損失引当金繰入額 － 17

支社整理損 － 100

建替え損失引当金繰入額 － 38

建替え損 － 94

その他 4 14

特別損失合計 1,574 768

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△823 403

法人税、住民税及び事業税 100 317

法人税等調整額 233 △343

法人税等合計 333 △25

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△1,157 429

少数株主利益 73 143

当期純利益又は当期純損失（△） △1,231 285
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△1,157 429

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 590 396

その他の包括利益合計 590 ※  396

包括利益 △567 826

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △641 682

少数株主に係る包括利益 73 143
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 2,995 2,995

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,995 2,995

資本剰余金   

当期首残高 1,342 1,342

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,342 1,342

利益剰余金   

当期首残高 14,941 13,464

当期変動額   

剰余金の配当 △246 △246

当期純利益又は当期純損失（△） △1,231 285

連結範囲の変動 － 4

当期変動額合計 △1,477 44

当期末残高 13,464 13,508

自己株式   

当期首残高 △400 △401

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △401 △402

株主資本合計   

当期首残高 18,879 17,401

当期変動額   

剰余金の配当 △246 △246

当期純利益又は当期純損失（△） △1,231 285

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 － 4

当期変動額合計 △1,477 43

当期末残高 17,401 17,445
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △1,209 △619

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 590 396

当期変動額合計 590 396

当期末残高 △619 △223

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △1,209 △619

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 590 396

当期変動額合計 590 396

当期末残高 △619 △223

少数株主持分   

当期首残高 2,681 2,675

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 69

当期変動額合計 △5 69

当期末残高 2,675 2,744

純資産合計   

当期首残高 20,350 19,457

当期変動額   

剰余金の配当 △246 △246

当期純利益又は当期純損失（△） △1,231 285

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 － 4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 584 465

当期変動額合計 △893 508

当期末残高 19,457 19,966
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△823 403

減価償却費 706 758

持分法による投資損益（△は益） － △73

役員退職慰労・退職給付・賞与引当金等の増減額
（△は減少）

△322 △233

貸倒引当金の増減額（△は減少） △456 330

受取利息及び受取配当金 △189 △188

支払利息 57 59

投資有価証券評価損益（△は益） 1,433 49

有形固定資産売却損益（△は益） － △421

売上債権の増減額（△は増加） 349 △1,407

前渡金の増減額（△は増加） △39 △9

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,187 59

仕入債務の増減額（△は減少） 216 1,535

長期未払金の増減額（△は減少） 178 △9

その他 213 178

小計 137 1,033

利息及び配当金の受取額 189 188

利息の支払額 △57 △56

法人税等の支払額 △99 △120

その他の支出 △14 △8

営業活動によるキャッシュ・フロー 155 1,037

投資活動によるキャッシュ・フロー   

預け金の増加による支出 △150 △350

預け金の減少による収入 200 －

定期預金の預入による支出 － 20

有形固定資産の取得による支出 △872 △678

有形固定資産の売却による収入 － 2,362

無形固定資産の取得による支出 △137 △15

投資有価証券の取得による支出 △93 △402

貸付けによる支出 △2,141 △755

貸付金の回収による収入 1,926 646

その他 5 △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,264 805
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,600 △700

長期借入れによる収入 300 491

長期借入金の返済による支出 △366 △1,481

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △56 △78

配当金の支払額 △246 △246

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △75 △79

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,156 △2,095

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 47 △252

現金及び現金同等物の期首残高 5,388 5,435

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 175

現金及び現金同等物の期末残高 ※  5,435 ※  5,358
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 該当事項はありません。   

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社  ９社 

 ㈱ホウスイ、千葉中央魚類㈱、柏魚市場㈱、船橋中央魚類㈱、中央小揚㈱、㈱水

産流通、恵光水産㈱、中央フーズ㈱、オーシャンステージ㈱ 

 また、非連結子会社㈲マルナカサービス他１社は、小規模会社であり、総資産、

売上高、当期純利益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため除外した。  

２ 持分法の適用に関する事項 関連会社   １社 

 東京北魚㈱ 

 非連結子会社㈲マルナカサービス他１社及び関連会社北海道ペスカ㈱他２社につ

いては、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないためこれらの会社に対する投資については、持分法を適用せず原

価法によっている。 

３ 連結子会社の事業年度等に関

する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致している。 

４ 会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定） 

  有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

  

デリバティブ 

時価法  

  

  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び連結子会社は、主として定率法（ただし、平成11年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法）を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物  30～50年  

  

  

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 当社及び連結子会社は、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（5年間）に基づく定額法を採用している。  

  

  

③ リース資産  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

当社及び連結子会社は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用している。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始が平

成20年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。  

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については会社所定の基準により計算

した金額を計上している。  
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当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期

負担額を計上している。 

  ③ 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上している。

  ④ 関係会社整理損失引当金 

関係会社の事業整理等に伴う損失に備えるため、当連結会計年度末における

必要見込額を計上している。 

  ⑤ 支社整理損失引当金 

支社の事業整理等に伴う損失に備えるため、当連結会計年度末における必要

見込額を計上している。 

  ⑥ 建替え損失引当金 

自社ビルの建替え等に伴う損失に備えるため、当連結会計年度末における必

要見込額を計上している。 

  ⑦ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上している。 

過去勤務債務は発生時から、数理計算上の差異は発生時の翌連結会計年度か

らそれぞれ10年の定額法により費用処理している。 

  ⑧ 役員退職慰労引当金 

一部連結子会社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末退

職慰労金の要支給額を計上している。 

  ⑨ 本社移転損失引当金 

 当社及び一部連結子会社は本社移転に伴い発生する損失に備えるため、発

生が見込まれる固定資産除却損、移転費用について合理的な見積額を計上し

ている。 

  (4）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップは、特例処理の要件を充たしているので、特例処理を採用して

いる。また、為替予約取引については、振当処理を行っている。  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 ……金利スワップ・為替予約 

  ヘッジ対象 

 ……借入金の利息・外貨建債権、債務 

  ③ ヘッジ方針 

金利変動リスク及び為替変動リスクを回避するために行っている。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を充たしているので、連結決算日における有

効性の評価を省略している。また、為替予約はヘッジ手段の変動額の累計額

とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判断を行っている。 

  (5)のれん及び負ののれんの償却に関する事項  

のれん及び負ののれんは、５年及び10年で均等償却している。ただし、平成

22年4月1日以降に発生した負ののれんについては一括償却している。 

  (6)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い短期的な投資である。 

  (7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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(7)表示方法の変更 

 (連結損益計算書)  

 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「負ののれん償却額」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた162百万円は、

「負ののれん償却額」35百万円、「その他」127百万円として組み替えている。 

  

(8)追加情報

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用） 

 当連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用している。 
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(9)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりである。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりである。 

土地 百万円1,476  

建物及び構築物 百万円1,926 ( 百万円) 1,926

機械装置及び運搬具 百万円452 ( 百万円) 452

計 百万円3,855 ( 百万円) 2,379

土地 百万円264  

建物及び構築物 百万円1,780 ( 百万円) 1,780

機械装置及び運搬具 百万円372 ( 百万円) 372

計 百万円2,417 ( 百万円) 2,152

担保付債務は、次のとおりである。 担保付債務は、次のとおりである。 

上記のうち( )内書は、工場財団抵当並びに当該債務を

示している。  

1年以内返済予定の長期借入金 百万円269 ( 百万円) 209

長期借入金 百万円1,397 ( 百万円) 287

 計 百万円1,667 ( 百万円) 497

上記のうち( )内書は、工場財団抵当並びに当該債務を

示している。  

1年以内返済予定の長期借入金 百万円122 ( 百万円) 122

長期借入金 百万円164 ( 百万円) 164

 計 百万円287 ( 百万円) 287

※２ このうち非連結子会社及び関連会社の株式 百万円

を含んでいる。 

31 ※２ このうち非連結子会社及び関連会社の株式 百万

円を含んでいる。 

328

３  保証債務 

連結会社以外の借入（銀行）他に対し、債務保証を

行っている。 

３  保証債務 

連結会社以外の借入（銀行）他に対し、債務保証を

行っている。 

従業員（住宅資金）  百万円12

オーシャンステージ㈱  百万円192

従業員（住宅資金）  百万円3
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（連結損益計算書関係）

 前連結会計年度 

(平成23年3月31日)  

 当連結会計年度 

(平成24年3月31日)  

 ※1 売上原価には収益性の低下に伴うたな卸資産評価損 

百万円が含まれている。 

  

33

 ※1 売上原価には収益性の低下に伴うたな卸資産評価損 

百万円が含まれている。 

  

1

 ※2 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

は次の通りである。 

販売諸掛 384  百万円 

運送費及び保管費 1,408   

市場使用料 494   

完納奨励金・出荷奨励金 451   

給与及び手当 3,448   

役員賞与引当金繰入額 8   

賞与引当金繰入額 138   

退職給付費用 215   

役員退職慰労引当金繰入額 47   

         

 ※2 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

は次の通りである。 

販売諸掛 448  百万円 

運送費及び保管費 1,538   

市場使用料 490   

完納奨励金・出荷奨励金 418   

給与及び手当 3,492   

役員賞与引当金繰入額 21   

賞与引当金繰入額 154   

退職給付費用 205   

役員退職慰労引当金繰入額 47   

貸倒引当金繰入額  351   

 ※3 減損損失  

当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上してい

る。      

(1)減損損失を認識した資産 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

 長期賃貸用資産として所有してきたが、資産の

効率化を目的に売却する方針となったため。  

(3)資産のグルーピングの方法 

 当社グループでは原則として、事業用資産につ

いては各社ごとに事業別にグルーピングを実施し

ている。  

(4)回収可能性価額の算定方法 

 当連結会計年度において、不動産流通専門会社

による過去の取引事例、現在流通している売り物

件の販売価額との比較による査定価額を売却予想

価額とし、帳簿価額との差を減損損失（8百万円）

として特別損失に計上している。その内訳は、建

物6百万円及び土地2百万円である。 

  

用途 種類 場所 

賃貸不動産 建物・土地 
ファミリータウン東陽

（東京都江東区） 

─────   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

 ※4 災害による損失 

  

商品滅失損  百万円46

その他  百万円39

計 百万円86

 ───── 
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当連結会計年度（自 平成23年4月1日 至 平成24年3月31日） 

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 その他有価証券評価差額金 

  

  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）単元未満株式の買取りによる増加1千株である。 

    

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項なし。 

   

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結包括利益計算書関係）

当期発生額  百万円 385

組替調整額   〃 19

税効果調整前   〃 405

税効果額   〃 △8

その他有価証券評価差額金  〃 396

その他包括利益合計   〃 396

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  43,153  －  －  43,153

合計  43,153  －  －  43,153

自己株式         

普通株式 (注)  2,119  1  －  2,121

合計  2,119  1  －  2,121

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年6月29日 

定時株主総会 
普通株式  246  6 平成22年3月31日 平成22年6月30日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年6月29日 

定時株主総会 
普通株式  246 利益剰余金  6 平成23年3月31日 平成23年6月30日
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）単元未満株式の買取りによる増加4千株である。 

    

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項なし。 

   

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
当連結会計年度期
首株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  43,153  －  －  43,153

合計  43,153  －  －  43,153

自己株式         

普通株式 (注)  2,121  4  －  2,126

合計  2,121  4  －  2,126

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年6月29日 

定時株主総会 
普通株式  246  6 平成23年3月31日 平成23年6月30日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年6月28日 

定時株主総会 
普通株式  266 利益剰余金  6.50 平成24年3月31日 平成24年6月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 百万円5,095

預け金 百万円635

預金期間が３ヶ月を超える定期

預金 
百万円△145

預金期間が３ヶ月を超える預け金 百万円△150

現金及び現金同等物 百万円5,435

現金及び預金勘定 百万円4,714

預け金 百万円1,270

預金期間が３ヶ月を超える定期

預金 
百万円△125

預金期間が３ヶ月を超える預け金 百万円△500

現金及び現金同等物 百万円5,358
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Ⅰ 前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社及び当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものである。  

 当社は、商品・サービス別に、連結子会社においても、商品・サービス別に報告を受け、包括的な戦略を

立案し、事業活動を展開している。  

 したがって、当社は、各社別のセグメントから構成されており、「水産物卸売事業」、「冷蔵倉庫事

業」、「不動産賃貸事業」及び「荷役事業」の４つを報告セグメントとしている。  

 「水産物卸売事業」は水産物及びその加工製品の販売をおこなっている。「冷蔵倉庫事業」は水産物等の

冷蔵保管をおこなっている。「不動産賃貸事業」は所有不動産、土地の賃貸をおこなっている。「荷役事

業」は水産物等の運搬作業をおこなっている。  

  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一である。  

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。 

 セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢価額に基づいている。 

  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：百万円）

(注）1．セグメント利益又は損失（△）の調整額14百万円は、セグメント間取引消去の金額である。 

    セグメント資産の調整額7,080百万円は余剰資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）等である。 

   2．セグメント利益又は損失（△）は連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっている。 

  

（セグメント情報等）

セグメント情報

  報告セグメント 
調整額 

(注)1 

連結 

財務諸表 

計上額(注)2   
水産物 

卸売事業

冷蔵 

倉庫事業

不動産 

賃貸事業
荷役事業 計 

売 上 高               

外部顧客への売上高  165,702  3,611  304  353  169,971  －  169,971

セグメント間の内部の 

売上高又は振替高 
 －  105  186  515  807  (807)  －

計  165,702  3,716  491  868  170,778  (807)  169,971

セグメント利益又は損失(△)  △244  58  295  14  124  14  138

セグメント資産  19,607  7,052  3,997  259  30,916  7,080  37,997

その他の項目   

減価償却費  108  540  42  8  699  6  706

減損損失  －  －  8  －  8  －  8

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
 172  769  2  1  946  4  951
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Ⅱ 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社及び当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものである。  

 当社は、商品・サービス別に、連結子会社においても、商品・サービス別に報告を受け、包括的な戦略を

立案し、事業活動を展開している。  

 したがって、当社は、各社別のセグメントから構成されており、「水産物卸売事業」、「冷蔵倉庫事

業」、「不動産賃貸事業」及び「荷役事業」の４つを報告セグメントとしている。  

 「水産物卸売事業」は水産物及びその加工製品の販売をおこなっている。「冷蔵倉庫事業」は水産物等の

冷蔵保管をおこなっている。「不動産賃貸事業」は所有不動産、土地の賃貸をおこなっている。「荷役事

業」は水産物等の運搬作業をおこなっている。  

  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一である。  

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。 

 セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢価額に基づいている。 

  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：百万円）

(注）1．セグメント利益又は損失（△）の調整額11百万円は、セグメント間取引消去の金額である。 

    セグメント資産の調整額6,841百万円は余剰資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）等である。 

   2．セグメント利益又は損失（△）は連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっている。 

  

  報告セグメント 
調整額 

(注)1 

連結 

財務諸表 

計上額(注)2   
水産物 

卸売事業

冷蔵 

倉庫事業

不動産 

賃貸事業
荷役事業 計 

売 上 高               

外部顧客への売上高  174,359  4,062  269  358  179,050  －  179,050

セグメント間の内部の 

売上高又は振替高 
 －  109  186  463  759  (759)  －

計  174,359  4,172  455  821  179,809  (759)  179,050

セグメント利益又は損失(△)  △152  191  251  14  306  11  318

セグメント資産  20,682  7,072  4,150  291  32,197  6,841  39,012

その他の項目   

減価償却費  116  592  34  9  753  5  758

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
 173  498  183  6  862  －  862
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 リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、企業結合等、

賃貸等不動産、資産除去債務に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えら

れるため開示を省略している。 

  

 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

該当事項はありません。 

（開示の省略）

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 409.00 円 419.77

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失(△) 
円 △30.01 円 6.97

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、1株当たり当期純損失で

あり、潜在株式がないため記載してい

ない。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式がないため記載

していない。 

  
前連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失(△)（百万円）  △1,231  285

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失(△)（百万円） 
 △1,231  285

期中平均株式数（株）  41,032,712  41,029,893

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,748 2,062

売掛金 4,586 5,333

商品 4,095 4,082

短期貸付金 178 16

関係会社短期貸付金 1,465 1,375

前渡金 160 169

その他 113 96

貸倒引当金 △584 △545

流動資産合計 12,763 12,590

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,693 2,490

減価償却累計額 △1,773 △1,644

建物（純額） 920 846

車両運搬具 11 9

減価償却累計額 △11 △9

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 542 511

減価償却累計額 △502 △477

工具、器具及び備品（純額） 39 33

土地 2,601 665

リース資産 40 53

減価償却累計額 △10 △20

リース資産（純額） 30 33

建設仮勘定 － 180

有形固定資産合計 3,592 1,760

無形固定資産   

借地権 706 706

電話加入権 9 8

ソフトウエア － 4

ソフトウエア仮勘定 3 63

無形固定資産合計 718 781

投資その他の資産   

投資有価証券 3,564 3,998

関係会社株式 2,042 2,268

長期貸付金 386 707

従業員に対する長期貸付金 4 20

関係会社長期貸付金 259 144

長期営業債権 6 8

破産更生債権等 104 129

前払年金費用 150 168

その他 165 261

貸倒引当金 △358 △374

投資その他の資産合計 6,325 7,332

固定資産合計 10,636 9,874

資産合計 23,400 22,465
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 68 19

受託販売未払金 333 469

買掛金 2,557 2,588

短期借入金 5,220 4,120

1年内返済予定の長期借入金 60 491

未払消費税等 － 95

リース債務 7 11

未払費用 183 240

預り金 53 71

賞与引当金 71 115

役員賞与引当金 － 4

関係会社整理損失引当金 － 305

支社整理損失引当金 － 17

建替え損失引当金 － 38

その他 51 52

流動負債合計 8,607 8,640

固定負債   

長期借入金 1,110 －

預り保証金 519 496

リース債務 24 23

長期未払金 178 169

繰延税金負債 548 193

退職給付引当金 322 156

本社移転損失引当金 141 141

固定負債合計 2,843 1,180

負債合計 11,451 9,820

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,995 2,995

資本剰余金   

資本準備金 1,337 1,337

その他資本剰余金 5 5

資本剰余金合計 1,342 1,342

利益剰余金   

利益準備金 748 748

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 709 110

固定資産圧縮特別勘定積立金 － 129

別途積立金 7,900 6,650

繰越利益剰余金 △735 1,296

利益剰余金合計 8,623 8,935

自己株式 △405 △406

株主資本合計 12,556 12,867

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △607 △223

評価・換算差額等合計 △607 △223

純資産合計 11,949 12,644

負債純資産合計 23,400 22,465
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高   

受託品売上高 35,114 32,937

買付品売上高 68,556 70,391

不動産賃貸収入高 463 429

売上高合計 104,134 103,758

売上原価   

受託品売上原価 33,183 31,126

買付品売上原価   

商品期首たな卸高 3,094 4,095

当期商品仕入高 66,993 67,675

合計 70,087 71,771

商品期末たな卸高 4,095 4,082

買付品売上原価 65,992 67,689

不動産賃貸原価 185 196

売上原価合計 99,361 99,011

売上総利益 4,773 4,746

販売費及び一般管理費 4,817 4,728

営業利益又は営業損失（△） △44 18

営業外収益   

受取利息 53 43

受取配当金 233 246

受取手数料 15 11

雑収入 86 91

営業外収益合計 389 392

営業外費用   

支払利息 47 48

雑支出 0 2

営業外費用合計 47 50

経常利益 297 360

特別利益   

貸倒引当金戻入額 238 14

固定資産売却益 － 421

特別利益合計 238 436

特別損失   

ゴルフ会員権評価損 － 0

退職特別加算金 5 19

投資有価証券評価損 1,433 14

関係会社整理損失引当金繰入額 － 305

支社整理損失引当金繰入額 － 17

建替え損失引当金繰入額 － 38

支社整理損  100

建替え損 － 94

減損損失 8 －

災害による損失 69 －

特別損失合計 1,517 590

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △981 206

法人税、住民税及び事業税 2 2

法人税等調整額 188 △355

法人税等合計 190 △352

当期純利益又は当期純損失（△） △1,171 558
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 2,995 2,995

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,995 2,995

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 1,337 1,337

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,337 1,337

その他資本剰余金   

当期首残高 5 5

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5 5

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 748 748

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 748 748

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 709 709

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 － 8

固定資産圧縮積立金の取崩 － △607

当期変動額合計 － △598

当期末残高 709 110

固定資産圧縮特別勘定積立金   

当期首残高 － －

当期変動額   

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － 129

当期変動額合計 － 129

当期末残高 － 129

別途積立金   

当期首残高 7,900 7,900

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △1,250

当期変動額合計 － △1,250

当期末残高 7,900 6,650
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

繰越利益剰余金   

当期首残高 682 △735

当期変動額   

剰余金の配当 △246 △246

当期純利益又は当期純損失（△） △1,171 558

別途積立金の取崩 － 1,250

固定資産圧縮積立金の積立 － △8

固定資産圧縮積立金の取崩 － 607

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － △129

当期変動額合計 △1,418 2,031

当期末残高 △735 1,296

自己株式   

当期首残高 △405 △405

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △405 △406

株主資本合計   

当期首残高 13,974 12,556

当期変動額   

剰余金の配当 △246 △246

当期純利益又は当期純損失（△） △1,171 558

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,418 311

当期末残高 12,556 12,867

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △1,216 △607

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 609 383

当期変動額合計 609 383

当期末残高 △607 △223

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △1,216 △607

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 609 383

当期変動額合計 609 383

当期末残高 △607 △223
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 12,758 11,949

当期変動額   

剰余金の配当 △246 △246

当期純利益又は当期純損失（△） △1,171 558

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 609 383

当期変動額合計 △808 695

当期末残高 11,949 12,644
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 該当事項はありません。 

   

(1）役員の異動 

  

  ・昇任予定取締役 

 取締役副社長   小 川 征 英 (現 取締役 専務執行役員 営業本部本部長) 

  

  ・新任取締役候補 

    取  締  役   伊 妻 正 博 (現 執行役員 経理部部長) 

取  締  役   松 本 孝 志 (現 執行役員 鮮魚部部長)  

  

  ・退任予定取締役 

髙 橋 昌 明 (現 取締役) 

※当社顧問に就任予定。 

※株式会社ホウスイ代表取締役社長の現職は継続。 

   

上記異動は平成24年6月28日付の予定です。 

  

 (2)その他  

個別売上高比較表  

  

(4)継続企業の前提に関する注記

６．その他

  （単位 数量 トン、金額 百万円、単価 ㎏当たり円、増減率 ％）

     期別 

区分 

前  期（22.4～23.3） 当  期（23.4～24.3） 増  減（△）  率 

数量 金額 単価 数量 金額 単価 数量 金額 単価 

鮮    魚 51,961  46,480 895 53,846 45,876 852  3.6  △ 1.3 △ 4.8

冷 凍 魚 46,765  36,609 783 42,320 36,127 854  △ 9.5  △ 1.3 9.1

塩干加工品 24,026  20,581 857 22,614 21,324 943  5.9  3.6 10.0

卸売部門計 122,753  103,671 845 118,781 103,328 870  △ 3.2  △ 0.3 3.0

不動産賃貸部

門 
   463     429      △ 7.3   

合   計    104,134     103,758      △ 0.4   

中央魚類㈱(8030)　平成24年3月期　決算短信

31


	平成24年3月期　決算短信[日本基準](連結)(表紙).pdf
	平成24年3月期　決算短信[日本基準][連結](本文)



